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I. はじめに

1970年代以後，児童•生徒に対する「学校外教育」を巡る論議が盛んになっている。従来は，

「学校外教育」を「社会教育」と重ねてとらえることが多かった。 このことは，社会教育を学校

の教育課程外の組織的教育活動とする社会教育法の定義や， 学校外の社会に見られる教育作用を

社会教育とよぶ機能的教育概念に影響されるところが大きいのである。 したがって，在学中の青

少年の学校外教育にかかわる行政は，社会教育行政に引きつけて考えられることになる。 もっと

も，学校に通う青少年に対する社会教育行政のとりくみは， 勤労青年のそれにくらべて弱いもの

であり，青少年対策行政の蔭にあることも多くて，近年になって積極性が増したといわれる。

1971年の社会教育審議会答申「急激な社会構造の変化に対処する社会教育のあり方について」や

1974年の同審議会建議「在学青少年に対する社会教育のあり方について」がそのことを端的に示

しているとされている 1)。

今日提起ざれている「学校外教育」の概念には， 必ずしも社会教育と重なるものではなく「在

学青少年の社会教育」とは視角を異にすることが強調されているものが少なくない。そこでは，

社会教育行政との関係が改めて問われることになる。 しかし， この場合も， 「学校外」の意味は

同ーではなし‘o

そこで， 本稿では， 「学校外教育」の概念の整理を試みた上で， これまでの社会教育行政の動

きを分析し，学校外教育のとらえ方との関連を明らかにしたい。その際， とくに学校教育に直接

かかわる自治体の動きに注目し，中でも地域の変貌が著しく，青少年の問題が顕在化しやすい大

都市に焦点をあてたい。ここでは， 比較的早くから青少年に関する行政も積極的に展開されるこ

とが考えられるからである。今回は，青少年に関する行政の多くが社会教育行政の範疇で扱われ

ている典型的な都市としての大阪市の事例を中心に考察する。

II. 学校外教育のとらえ方

1. 学校外教育の概念

学校外教育の概念を新たな観点から提起した日本教職員組合の教育制度検討委員会の1973年の

報告では， 今日失われつつある地域における児童•生徒の自主的な学習・文化活動をどうすすめ
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るかということに関心を寄せ，家庭や地域の生活と学校教育の統合のあり方を探っている。 L. L. 

では， 「学校外」は場の問題としてとらえられているようである。 しかし， 校庭開放・夏休みの

プール開放など「学校教育からはみ出したところ」にも着目していて， 今日の学校教育課程外と

いうことも意識されている。 この報告における学校外教育についての記述が，「教育内容をどう

編成していくか」 という章の中で展開されていることにもそのことが示されている 2)。 つまり教

育内容としても学校・学校外を統一的にとらえ直し，学校外＝社会教育として学校から切離すこ

とを克服しようとするものであるが， この場合の「学校外」は従来学校教育課程外として扱われ

てきたものである。

これに先がけて1971年に日本教職員組合がいわゆる「時間短縮方針」を出したときには， 学校

の本務外として学校教育課程外の活動をあげ， これを社会教育の問題としたのであった3)。 これ

は社会教育法における社会教育の定義ともつながるものである。 このことは，ただちに学校が主

体となって学校教育課程外の教育活動を展開することを排除するものではない。法の上からも学

校が中心となる社会教育はあり得るのである。 しかし，教育制度検討委員会の上記報告では，社

会教育としてのとらえ方は避けられている。歴史的に見て「社会教育」が教育政策概念であるこ

と，それに対して学校教育の基盤として把握して学校との結合に重点を置くことから， 「学校外教

育」 といういい方がされることになる 4)。 社会教育を成人教育に焦点づける立場もこれを支える

ことになる 5)。 そして究極的にはその独自の教育体系を考えながら， 過渡的には学校教育の一部

として位置づけるのである。少年期・青年期の発達において基礎的系統的教育を保障する学校の

重要性と指導要員を教員以外に求めることの困難な現実にもとづく考えである。

一方，学校が主体である教育に対して， 父母・地域住民を主体とする教育を学校外教育として

とらえる立場がある 6)。 教育主体が「学校外」の中味をなすのであり， その活動の場は地域一学

校外が中心であっても，学校を用いることを除くものではない。これが， 以前から見られた学校

の授業の学校外での実施をさす「校外教育」や学校外で学校教育の方針に添って児童•生徒の補

導や生活指導を行う「校外指導」と区別されるところである。教育制度検討委員会の報告でも，

父母・住民が主要な担い手とな加地域における自己教育運動を発展させていくことを重視して

いる。 しかし，学校がこの面での教育に中心的役割を果たすことを強調しているのである 7)。 そ

こには，学校自体が地域を土台とい究極的には地域住民に支えられるということが前提となっ

ているが，教育の公的保障という観点から学校のかかわりが前面に出ているのである。

これに対し，吉田昇は，学校の管理体制により自由な教育がそこなわれることを問題にい地

域における子どもの自発的な活動を重視するところから， 自由な環境の中での自主的な学習の促

進を本質とする社会教育の立場から学校外教育をとらえている8)。 この場合も学校教育がそれ

自身の学校外的な教育（傍点一筆者）を行うことを否定しないとしている9)が，学校外教育は，地

域住民が主体となる社会教育の一つとして位置づけられているといえる。「社会教育」を現実の

面から政策概念としてとらえるより理念の面からとらえなおしているのである。

「学校外」を場として把握したのでは， 地域住民活動への学校施設開放が含まれなくなり，学

校教育課程外としたのでは，学校との結合が不十分なものになる可能性がある。その点で，主に

地域で展開され，地域の生活を素材としながら地域住民主体の教育ということに重点を置いた

学校外教育の把握が注目されるのである。 この場合も地域の社会教育施設などによる公的保障は
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重視される。 また学校が現在の学校教育課程外の活動にかかわっていき，ときに東欧諸国に見ら

れる全日制学校(Tagesschule)のような機能を果たすことを妨げるものではない。しかし，この
とらえ方のもとでは，現状では， 地域住民への学校の教育組織の開放が弱いままに終る可能性が

る。地域に支えられた学校という理念からは，地域住民と学校をただ対比するのでは問題がああ

る。 そこで学校外教育を「地域の教育力」の発揮に焦点づけられた教育として把握することが重

要になってくる。地域住民を中心としながら，学校・社会教育施設・児童福祉施設等が結びつい

た活動が強く意識されてくるのである。

「地域の教育力」は， 「おとな（地域）の役割」 として示される面がある 10)。地域生活の主要な

担い手がおとなであり， おとなのあり方が子どもの成長•発達に大きな影響を及ぼすということ
にもとづいたものであるが，子どもの相互作用の教育的意味も無視できない。確かに子どもの社

会化において，同輩集団にくらべて近隣の成人の意義が論ぜられることは少ない。 これは，現実

に成人を中心とした近隣集団が弱化していることによるものである。清水幾太郎も，「遊戯集団

がその意義をよく発揮することが出来るのも， 隣人集団が諸世代を通じて多くの人々の生活の全

面的共同を実現している場合のことである。」 と述べ11)， 実際の隣人集団の機能としては， 自ら

進んで子供の欲求の充足と指導とに任ずるものとは限らない成人に触れることによって， 子ども

は従来の習慣の統一を失い， それ故従来の世界に安住せず新しい適応力を身につける機会を得る

ということを指摘している 12)。 このような分析がなされる状況があるからこそ，地域の教育力と

しておとなの積極的なかかわりが強調されるともいえるのである。

これらは「教育力」でなく「形成力」であるという考え方もある。地域生活の上でおのずから

成長•発達に影響を及ぼす作用としての非組織的「形成力」と， 意図的に地域の人びとが行う成
長•発達を促すいとなみとしての組織的形成力＝「教育力」とは一応区別できるが， この非組織
的形成力をベースにして教育力が引き出されてくるのであり，学校外教育には家庭教育同様この

二つが分ち難くかかわっていて，形成から教育に導く包括的な概念として「教育力」が用いられ

ることになる。 また，「教育力」がそっくり「形成力」に置き換えられるものでもない。「地域」

には， 自然や建造物など物理的環境も含まれ，それらが人間形成に影響を及ぼすことはあるとし

ても，教育力として中心をなすのは規範や人間関係など社会文化的環境であり，ょり寵接的には

人と人との関係である。具体的にはおとなの影響と子どもの相互作用による影響とに分けて考え

ることができる 13)。

子どもの目に映るおとなの生活が子どもの成長のモデルとして機能する（労働の模倣など）のは，

非組織的形成力であり，地域生活そのものの影響である。なかまとの触れあい（集団あそびなど）

が子どもの成長・発達を促すのもこの次元の形成作用である。一方，おとなが教育的配慮のもと

に意図的に子どもに働きかける場合（文化伝達など）は，組織的形成力であり，子どもの自覚的な

自治組織の活動による相互教育も同じ次元に含まれるのである。従来の学校外教育論の多くは，

地域の子どもの組織化に比重をかけ， それ故，究極では子どもの自治組織の形成をめざしながら

もさしあたっておとなの影響力の行使を重視する傾向があった。商業主義的文化など社会にお

ける非教育的影響力の増大や環境不備による子どもの発達阻害への対処は， 生活の教育的組織化

を必要とするという考えにもとづくものである。学校外教育の「第二の学校」化構想14)はその代

表例である。これに対し，前記吉田論文は，比較的成人によって配慮されたり， 拘束されたりす
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ることの少ない子どもたちの自由な生活領域を重視し， それを意図的につくり出すものとして学

校外教育に注目するのである。 そうした自由な生活領域での経験が，子どもたちの人間的な幅を

つくり，自然認識や社会認識の基礎をつくり，地域社会づくりの基礎経験をなすからである 15)。

このような子どもの扱い方の差異について，さらに検討を加える必要がある。

2. 「分離 (segregation)」と「統合 (integration)」

青少年の位置づけを成人社会と分離的に行うか統合的に行うかは， 時代・社会によって異な

る16)。M.Meadの研究に見られるように， 労働に複雑な技術や体力を必要としない段階の社会

では子どもの役割とおとなの役割は連続的であり，子どもの処遇は統合的であるといえる 17)。生

産段階が高まって， おとなと子どもの間に役割のギャップが生じても，子どもに独自の意味が見

出されないときは， 小さなおとなとして扱われ，統合的であるが低い地位に置かれる傾向がある。

これに対して， 子どもに失われた自然や神を見出して独自の価値を附与すなまたその余裕のあ

る社会では， 子どもはおとなのいわば現実原則中心とは異なった快楽原則中心の生活が認められ，

分離的処遇が行われることになる。「善の倫理 (goodnessmorality)」から「楽しみの倫理 (fun

morality)」への移行18)もその例である。 分離的処遇には， 青少年の保護の意味が込められてい

ることが多いが，それはまた，成人の既得権の擁護の観点から， 青少年に高い地位を用意しない

ことにつながることのあることを F.Musgroveは指摘している 19)。

社会体制の差異も子どもの位置づけを規定している。 V.Bronfenbrennerは， ソ連の子どもの

扱いは，アメリカのそれにくらべてより統合的で， 成人社会との価値の連続性の強いことを示し

ている20)。それだけ青少年集団及びその価値の制度化が進んでいるのである。 自由を強調する国

でも自発的結社による制度化はある程度見られるとしても，全体に制度化は弱く，分離的に扱わ

れることが多いのである。ここでは，同輩集団の逸脱が問題とされたり， 役割葛藤の問題がクロ

ーズアップされる。既成社会の価値を批判し，そこへの編入を拒む対抗文化が問題となるに及ん

で， 「社会参加」など統合的処遇が強調され， コミュニティワークとユースワークの一体化がは

かれるようになるのである21)。統合的処遇の場合は， ともすれば，青少年が自由な立場から既成

社会を批判的にとらえて価値の再創造を行うことがむずかしくなる。

日本にあっては， 「七歳までは神のうち」 ということばに象徴されるように， 幼少期において

子どもの独自性を認める傾向があり，産業の発展とともにその年齢は上昇し， 大正期以後分離的

処遇が強くなってきた。児童文化の一定の普及はそのことを裏づける。 しかし，生活難や戦争は，

統合的処遇を促さざるを得ない。第二次大戦後の児童中心主義の拡がりは，子どもの分離的扱い

を進めることになるが， テレビの普及・レジャー産業の興隆は多様な層を一括してとらえようと

するところからおとなと子どもの境をあいまいにする。 このような時代には子どもの方が適応力

を持つことを評価した「現代っ子」論議は， 子どもがおとなの世界をのぞくことについてのタブ

ーをこわすことに貢献したのである。 また受験勉強に見られる学業の労役化は，成人の生活パタ

ーンに青少年を近づける。 しかし，労働や社会活動の減少に見られるように，生産面や社会的意

思決定面での分離は大きいといったずれがあるのである。

子どもの独自性を認めることが乏しい社会では， 成人社会の支配的価値観にもとづく社会化が

容易であるが，子どもの分離が進むと，同輩集団の社会化機能が比重を増す22)。 しかし， しつけ
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機能を同輩集団に期待するかどうかは一応別である。 日本においては，群れによるしつけに対す

る期待が大きかったといわれる 23)。N.S. Eisenstadtは，家族主義的な社会では，強い機能を具

えた年齢集団の成立し難いことを示している 24)。 日本の家族は，作田啓ーも指摘するように，自

立性の強いものではなく，共同体への依存度の高いものであった25)ことが，年齢集団によるしつ

けの重視をもたらしているのである。これに対し，欧米では， 家族の自立性はより強いものとし

て考えられ， しつけ機能はまず家族に期待されてきたといえる。 日本にくらべ子ども本位でない

こともしつけを強いものにしてきたのである。 日本では，自由な同輩集団の活動よりも，子ども

の組織化を通じてしつけ機能の遂行されることへの期待が大きくなるのである。学校にしつけ機

能を求める声が強いこともそのことを示している。分離の傾向が強まれば，それだけ社会化は不

連続になり，役割の転換には困難が伴うので， 団体訓練等で成人社会との統合がはかられること

になる。

社会教育行政の子どもの活動へのかかわりは， とくに大正期以後少年団の指導育成において見

ることができる。この少年団は， たとえ子ども自身の生活を基礎とすることが説かれたとしても，

自由な活動に重点が置かれたというより， 「意」の教育に意味が見出されているのであり， おと

なの指導が強調されているのである。山本滝之助のいうように， 自治は官治の範囲のもので，自

治的訓練は公民的訓練から国家的団体訓練につながるものとして意味づけられた。それとの関連

で， 少年団は「少年の為る指導の下にある少年の政治」で， 「少年の為る少年の政治」は「不良

少年団」とみなされている 26)。

統合的処遇がしばしば従属をもたらすことへの警戒なり反撥は， 青少年を分離的に位置づける

ことと結びつく。あそびを主体としたユースクラブの多くは，分離的処遇を行うものとしてと

らえられる面がある。 この場合も社会的影響力は弱く，被保護の立場にあって，従属的位置を抜

け出るものではない。青少年の統合的位置づけと高い地位の結びつきは，下請け的な奉仕や受け

身の生活訓練ではなく，意思決定を含めての主体的社会活動への関与・成人との共同活動の展開

に見られる。青少年を社会の創造的担い手としてとらぇ，その自治を重視し，共同で地域を動か

す存在とみなすかどうかが問題となる。青少年と成人が相互に学びあうべきものといった見方も

重要になる。 しかし，官僚制化の進む社会で，社会活動において青少年のこのような位置づけは

容易にはなされない。その点，文化活動においては，青少年の独自性の発揮が可能であり，成人

と共同活動を展開しながら， ュニークな影響力を行使できるのである。とくに芸術・スボーツに

おいてその特長が見られる。 これは分離的処遇ともつながりながら，比較的高い地位を保障し，

文化の社会的性格から統合的な位置づけにも接続するものである。青少年の全人的なるものへの

指向とも一致し，社会の批判的継承の道をも開く可能性を持つものでもある。

統合的処遇はおとなの影響に重点を置き， 分離的処遇は子どもの相互の影響に着目しやすい。

同時に高い地位と自主活動の重視，低い地位と成人の直接指導とが結びつく傾向がある。今日に

おいては，子どもの組織の基盤としての自然な生活がくずれていて， 子ども自身の生活をつくり

出すこと，なかまをつくり自己表出の機会を持つことが課題となっているのであり， 自主的な活

動の場を整えることがおとなの役割として求められてくる。多様な文化に触れる機会をすべての

子どもに公的に保障することの重要性が，学校外教育を強く意識させているのである。

このような子どもの自由な生活の回復のため， 解放的雰囲気のもとでなかまのあそびを発展さ
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せて，連帯と文化的能力を獲得したとしても，それで十分ではない。連帯を通じて自治能力を高

め，文化的能力を労働能力や生活認識につないでいくためには，組織活動が必要となるのであり，

集団的規律をつくりあげ，自らをコントロールすることを学ばなければならないのである。 また，

連帯・自治が特定の集団の枠にとどまるといった個別主義的性格を示すことも多いのを，文化・

労働を通じて普遍主義的な認識につないでいくことも課題となる。 ここに団体活動の意義がある。

ただそれが，子どもの地域における自由な活動が培われた上に立って， そこを基礎として展開さ

れることが重要となるのである。

III. 子どもにかかわる社会教育行政の動き一大阪市の事例を中心に一

1. 非行対策と学校教育の補完(1950年代）

子どもの学校外教育にかかわる都市の行政においては， 民生部門が中心になってきたといえる

これには，第二次大戦後の混乱の中で非行対策に重きを置いた青少年施策が進められてきたこと

が関係している。地域の教育力に関連するものとしての子ども会づくりも， 非行対策的観点から

各地において進められるが，大阪市にあっても，地域の青年会や有志の手でつくられ， 1951年に

はおよそ 100,1953年には約500以上(59,000人）の子ども会が存在し， 小・中学生の30％を占め

たといわれる 27)。国にあっては，文部行政で児童愛護班(1946年ー）や子どもクラブ，厚生行政で児

童指導班(1948年ー）や子供会の奨励が行われるというように， 二元的行政が見られるが，市にあ

っては，「子ども会」「児童会」「少年クラブ」「クラブ」など名称は多様でありながら，民生局（児

童課）， 社会福祉協議会（児童福祉部会）ー1951年結成ーとの結びつきが強かったのである。 1946

年には教育局社会教育課青少年係が設けられ，教育委員会発足後も存続するが， その職務分掌の

第一が非行対策であり，結局民生行政の優位に帰着するのである。 しかし，当初は，教育行政と

のかかわりの強い1946年結成の大阪市青年協議会（翌年から青年団体協議会）加盟単位会の主な事

業の一つとして子ども会活動が展開ざれたので，社会教育行政と無縁であったわけではない。

子ども会と社会教育行政の関係の稀薄化の背景には， 教育委員会発足に伴う教育行政の分離独

立主義が，整備された集権的官僚機構を具えた大都市理事者にとってなじめねものとして映り，

学校教育以外の多くの事務を市長部局に留める傾向のあったこともあげられる。 1956年に教育委

員会法が改正され， 一般行政の教育行政への浸透が容易になった段階以後しだいに社会教育行政

で扱われる部分がふえてくることも，このことを裏づけている。社会教育法第13条の規定により，

社会教育関係団体への補助金支出が禁じられることによって，従来から社会教育関係団体とみな

されてきたもの以外の団体は，一般行政で扱われる道を選んだこともあげることができる。 それ

でも青年団等には事業委託・事業共催等によって実質援助が行われてきていて， 教育委員会法改

正後の1957年度には，大阪市子供会連合協議会にも「指導者の養成，遊びの研究」として20,000

円の委託費が支出されるようになっている。

この子ども会がどれだけ子どもの相互の影響力に注目し， 組織化されたものであったかは疑問

である。民生局児童課の協力もあって 1955年に市子供会連合協議会が結成されたときに参加した

団体は約70,7,000人といわれ， 1957年では単位会は120,20,000人となっている。前述の1953年

頃の数字を大きく下廻っているのは，子ども会の中には， 明確な組織となっていないものが多く，

青年会や町内会が中心になって子どもを対象とした行事を行うに過ぎないものが大半を占めたこ
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とを物語るものである。それだけに，連合組織をつくりあげた団体には， 有志組織としての性格

の強いものが比較的多かったと考えられ，ジュニア・リーダー研修に力が注がれている。 しかし

一般的には，おとなの直接指導が行われる一方， まだ地域の同輩集団が存在し得たことによって，

むしろ成人社会の悪影響からの保護， ぁそびの健全化に焦点を定めた分離的処遇が主流であった

といえる。自営業が比較的多く，おとなとの接触の機会の少なくないことも， 統合的観点の導入

を意識化させなかったのである。

子どもの学校外教育にかかわる行政において， 団体育成と並んで重視された指導者養成の中で，

地域に関係するものとしては， 青少年指導員の委嘱があげられる。 1953年の地方青少年問題協議

会法制定を受けて翌年大阪市青少年問題協議会が発足するとともに， 960名の青少年指導員を会

長（市長）が委嘱している。そのねらいはやはり非行防止にあり， この指導員が子ども会を直接指

導する例がふえてくる。 1958年は，再び非行の増加がめだち始めた頃でもあり， 青少年指導員の

増加がはかられ，ほぼ 1町会1人の割合で委嘱されるようになっている。当時青少年問題協議会

の事務局は民生局に置かれ，一方では青年会リーダーが青少年指導員になることもあり， 他方で

は青年会と関係ない指導員が委嘱されて，青年会と対立した地域もあった。指導員は実質町会長

（名目的には多くは赤十字奉仕団長）の推薦によっていたため， 町会ないし赤十字奉仕団組織から

の独立をはかっていた青年会とは別の青年組織がつくられるかのような印象が持たれた面もあっ

た。青少年指導者の制度化が地域網羅的組織の上に立って行われることに江って， ボランタリー

な青少年活動との矛盾が現れているが， この制度化は，同時に， この頃青年団の地域性が弱まり，

その活動において社会事業の比率の低いことが指摘される 28)事態への政策的対応でもあった。

この間，青少年にかかわる社会教育行政は， 青年団の育成と野外教育の推進に重点を置いてき

たのである。 1954年以後各区の地域青年団に環境浄化運動の委託を行い， 教育委員会法改正後の

1957年度には，各区青年団体連合会に315,000円，市青年団体協議会(198団体， 20,000人）に50,000

円の委託費を支出している。子ども会への委託の 18.4倍の金額である。市費による青年学級も

1957年度から開設された。一方， 1951年度から青少年キャンプのとりくみが行われてきたが，

1957年度には野外活動センターが設置されている。 また1951年以来の講習会を通じて養成された

指導者によって教育キャンプ指導者連盟が結成されたのに対し，事業委託を行っている。大阪市

にあってはキャンプ場利用の大半は少年であり， その中でも学校の利用が多数を占めるのであっ

て，子どもにかかわる社会教育行政は， 地域の教育力ヘの配慮よりも学校教育の補完的機能に比

重がかかっていたといえる。神戸市でも1955年に少年団がつくられているが，学校を基盤とするも

ので，市長が団長，校長が隊長という組織であり， その点戦前の少年団に似通ったところもある。

1950年代にはいった頃は，学校と地域の距離も目立つものではなく，学校組織内に社会教育部

が設けられ， 成人講座が開かれるなど， 学校中心に地域社会教育が展開されていた。 この頃か

ら子どもの遊び場として校庭開放が問題になっているが， 1951年で半数以上の学校が開放してい

る29)。このような学校と地域，学校と社会教育の結びつきが， 地域における子どもの学校外教育

への社会教育行政のかかわりを強く意識させなかったと考えられる。 1956年に市社会福祉協議会

で学童保育合同研究会議が開かれているけれども， まだ年末年始に限って37保育所と 8小学校，

それに 1市民館， 1児童館で開かれているに過ぎず， 青少年問題協議会から実施団体へ補助金が

出ている程度である。地域における子どもの活動の場としての公立施設としては， 民生局所管の

- 41 -



京都大学教育学部紀要 XXVII

児童館が1949年に 3館設けられたぐらいである。 1955年に教育委員会所管の児童文化会館が設立

されているが，地域施設というよりセンター施設である。 ただ，移動文庫，出張映写，出張講演

の実施， PTAの学校図書館役員の研修会開催， 児童読物研究会や児童文化研究会の開催は，地

域の子どもの文化活動を促し，その指導者養成を進めるものとして注目される。

2. 社会教育行政の拡大(1960年代）

1960年代にはいる頃から， 非行対策より健全育成を前面に出した国の青少年施策が影響を及ぼ

すようになる。 1959年には， 国の児童福祉行政の転換に従って，大阪市社会福祉協議会において

も，問題児の保護を中心とする事業から一般の健全育成対策への転換をはかっている。高度経済

成長を支える人つくり政策との関連で，「意」の教育， 組織に貢献する人間の形成が推進される

ようになってくる。このような動きは教育行政の比重を高め， 青少年にかかわる社会教育行政の

動きも目立ってくる。 1959年の社会教育法改正による社会教育関係団体への補助金支出の解禁は，

団体訓練拡大の道を開くものであった。 しかし，これら・は必ずしも地域の教育力を高める方向に

向かっていたわけではない。青少年施設も， 社会教育施設としては，青年の家に見られるように，

地域のなかまの自由な活動の場の提供よりも， 規律を身につけるなど生活指導に重点を置いた非

日常的生活圏の団体宿泊訓練施設の建設が進むのである。

大阪市にあっても， ’1962年度に六甲青少年の家をつくるとともに1963年度には従来の学校の利

用施設としての健康学園 2を青少年の家とし，一般青少年の利用に供している。 これらは，国と

異なって，必ずしも勤労青年に重点を置くものでなく， 少年・青年が共に利用する施設として，

現実には児童•生徒の利用が大半を占めてきた。学校としての利用が多いのであり， とくに自然

からの疎外への対策として学校の「一泊移住」事業(1968年ー）の比率が高いのである。 このよう

に，社会教育行政は， 学校教育の補完としての役割を引継ぎながら対象の拡大をはかるのである

分離的処遇の中でも保護より訓練に比重がかかり， 野外活動全般を通じての青少年教育が強調さ

れて， 1957年設立の大阪市青少年キャンプ協会も1963年には大阪市青少年野外活動協会と改称し

て，市の野外活動施設の管理運営や指導者養成に協力している。なおキャンプ指導者連盟は1969

年に野外活動指導者連盟と改称している。

青少年健全育成策の行政機構への反映は， 1963年の教育委員会社会教育部の設置， その中に民

生局の青少年対策事業を移管しての青少年教育課の新設に現れている。（神戸市では1958年に教

育委員会青少年課を設置している。）青少年問題協議会事務局もここで扱うことになる。教育委員

会法改正後一般行政と結びつきの強い教育行政で青少年対策事業を扱うことに，理事者もためら

いを感ずることは少ない。この時期には， 社会教育部門の拡大とこれまで欠けていた社会教育施

設（中央図書館・博物館・婦人会館など）の建設が進んでいる。高度経済成長政策の中での都市再

開発であり，必ずしも地域に重点を置いたものでないことは， もっばら中央施設が先行してつく

られているところにもうかがうことができる。

地域子ども会も， 1963年に行政の窓口が民生局から教育委員会（青少年教育課）に変わることに

よって， 会則の「地域児童の福祉増進をはかるを目的とする」に「社会教育活動の推進をはかる」

を加えるというように，本来ボランタリーな組織であっても， 行政の動きに合わせる姿勢を示し

ているのである。 1963年度における大阪市子供会連合協議会加盟団体数は 529,会員数は 60,000
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人となっていて，漸増の傾向を示している。同年度に行われた教育委員会による調査では，回答

団体中の54.8％が町会の下部組織であるが， 自主独立の団体も24.9％あり，結成の発意が赤十字

奉仕団，町会，自治会，社会福祉協議会など地域網羅的な組織によるものが48.1％に対し， 個人

の発意によるものが24.5％見られる。だが，この調査では指溝者も会員に含まれているように，

子ども自身が役員を選び主体的に運営するものは乏しいのであり， おとなのみが企画する団体が

22.4％ある 80)。

1957年度では市の委託事業対象青少年団体は子供会など 5団体であったのに対し， その後ボー

イスカウト，ガールスカウト，海洋少年団， 児童合唱団など地域をこえた目的別少年団体が新た

な対象になってくる。この時期はまた，学校と地域の遊離が進む時期でもある。学習指導要領の

拘束性の増大(1958年ー），高校学区の拡大に伴う進学競争の激化， 経済成長下の地域変貌の中で，

学校が地域とかかわる度合は減少する。すでにこの頃，住宅街では子どもの屋外で遊ぶ姿が少な

くなっていることが指摘されている。塾・家庭教師に学ぶ子の増加も問題にされている。親の学

校教育への要求も大きくなっている。 これらへの対応として阿部進は学校外教育体制を整えるこ

とを提唱している。それは， 学校の機能を限定的にとらえるもので，芸術・体育・教科外活動な

どは，自由になんでも教える地域の学校外教育機関を構想することによって， そこで展開される

べきものと考えているのである。それは塾にとってかわるべきものともいわれている 31)。

このように，学校と地域が分けてとらえられるような状況のもとでは， 子どもの自由な活動の

場の減少への対処としての学校開放も制度化を必要とすることになる。 1960年度より，大阪市に

おいても社会教育行政の手で学校開放を組織的に行うことになるが， 1963年でも小・中学校合わ

せて77校で，全校数の1/4程度であり，中味はともかく数字の上では， 1950年代初頭の半分である。

経済成長下の婦人の雇用労働化の進行だけではなくて，地域の解体が， 学童保育の制度化をも

不可欠のものとしてくるのである。大阪市では， 社会教育事業として不在家庭児対策推進事業を

1964年に 2小学校で， 1970年には 3小学校で行い， 1966年度から文部省が留守家庭児童会補助を

始めた段階で10，翌年15,翌々年20の不在家庭児童会を開いているが， 1970年度で文部省の補助

が校庭開放にしぼられるに及んで，社会教育事業から姿を消すことになる。集権行政のもとでは，

モデルの提示に留まり，地域に根をおろすものとなりにくいのである。

3. 地域施策の推進(1970年代）

高度経済成長のもとでの市街部の企業用地化は郊外への人口流出をもたらし， 郊外部の少ない

大阪市にあっては， 1965年をピークとして以後人口減が続いている。 このままでは，自治体の存

立基盤も危くなるので，住民の定着化と問題の自前処理を促すためにも， 積極的な地域施策が展

開ざれることになる。 これまで実質的に町内会に代わる働きを示していた赤十字奉仕団の市に対

する改善策推進要望を受けて，市当局は内部に市民組織研究会を設け，その報告にもとづいて

1975年に地域網羅的町内会組織としての地域振興会が発足するのである。

地域における子どもの集団活動の乏しさも問題視されるようになり，地域における子どもへの

とりくみが促されるのである。また，青少年の脱社会化傾向への対処として， 青少年の「社会参

加」が強調されるようになり，統合的処遇が重視され， 少年団体加入促進策がとられるのである。

そこでは集団訓練が重視されるが，自治能力の形成という観点は必ずしも強いものではない。子
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ども自身が会長になっている子ども会は， 1979年でも20.1％に過ぎない。大阪市子供会連合協議

会に参加する単位会は1,333,146,481人と増加を見せているが， 町会組織の率が72.0％と高まり，

自主独立組織の比率は15.1％と低くなっている。町会組織では子どもの役員を欠く率が高く，そ

の35％は町会長が子ども会会長を兼ねているのである 32)。大阪府下では，子ども会と育成会の分

化している市町村が大部分であるのに，大阪市で未分化であるのは， 従来の集権行政の影響もあ

って，市区行事への参加が活動の中心で， 地域での子どもの自治組織を弱いものにしているので

ある。しかしなかまづくりを重視する子ども会は多いのである33)。

1978年度における市の青少年団体に対する事業委託は， 基本的には1960年代以来の線に添って

なされているが，各区子供会連合協議会に指導者養成事業， 調査広報事業，単位会育成事業とし

て1,482,000円，大阪市子供会連合協議会に鼓笛隊育成として819,000円を支出し， 合計では青

年団協議会の 1,491,000円を上まわっている。補助金としても子供会に 1,350,000円と青年団の

1,440,000円にほぼ匹敵する金額が支出され， ボーイスカウトには400,000円，ガールスカウト

には40,000円が出されるというように，少年団体育成の比重が増している。 このパターンは基本

的には1960年代後半以来のものである。

青少年にかかわる社会教育行政の拡大を示すものとして 1962年に文部省内に青少年教育課が設

けられる一方， 1966年に総理府に青少年局が設置され， 1968年にはこれが青少年対策本部となる
といった青少年対策行政総合化の動きは，自治体においても， 一般行政のもとに青少年行政を集

約する方向に向かわせることになる。 とくに府県や大都市など規模の大きい自治体に，首長部局

に青少年局や青少年対策課を設けるなどこの動きが顕著である。 また県の影響を受けやすく，教

育委員会の弱体な町村でも， 首長部局の住民課や福祉課が青少年行政の担当課となる例が多い。

これに対し，中小規模の市では， 教育委員会の社会教育課や青少年課が青少年行政の中心となっ

ているところが多い84)。市長部局に青少年担当部課を設置するほどの余裕は少ないことと，ここ

では，教育委員会が相対的に大きな機構を持っていることが関係している。 しかし教育委員会の

独立性の強さは， 首長部局に別の青少年担当部課を置く必要を感じさせることにもなるのであり

その能力を持つ府県や大都市で上記の動きが現れるのである。神戸市でも青少年行政担当を教育

委員会から市民局に移し，ほとんどの大都市で市長部局所管にしている。大阪市が依然として社

会教育部において青少年行政の総合調整を担当しているのは， 整った官僚制のもとで，一般行政

と教育行政の結びつきが強く， 教育委員会機構が大きい一方で独立性が強いものではないためで

ある 35)。 それ故，青少年にかかわる社会教育行政が一般行政からの自律性を強く示すものとは簡

単にはいえない。その自律性の増加は住民の動きや社会教育専門職員の姿勢に依存するものであ

る。

文部省の補助が打切られた後も， 多くの自治体で社会教育事業として留守家庭児童会が開かれ

ている。たとえば大阪府は， 1979年度では27市3町337児童会に独自の助成を行っていて， これ

を欠くのは3市9町 1村であり，その一つが大阪市である。学童保育を対象の限定された民生事

業として扱おうとする動きは多くの自治体の教育行政内部にも見られるが， 子どもの日常的な集

団活動を育てる学校外教育のモデルとしての意味を持つところから， 地域住民に支えられたとこ

ろでは，本来普遍性を持った教育事業としてのとらえ方がなされるのである。 この点大都市は住

民の声が行政に反映しにくく，権限の乏しい区がスクリーン的機能を果たしやすいのである。

ー 44-



上杉：子どもの学校外教育と社会教育行政

地域施策の積極化は，これまで欠落していた地域施設の整備を進めることになる。 1949年以来

未設置の市立児童館も70年代には7館設けられる（但し管理運営を市社会福祉協議会に委託）。部

落解放運動の高まりが地域施設の建設を促して， 12の同和地区青少年会館を生み出している。家

庭文庫・地域文庫活動が地域図書館づくりと結びつき， 1977年度からは家庭文庫に図書の貸出し

を行う市町村への図書購入費の府費助成を引出していることも注目される。 また，子どものみな

らず地域住民すべての活動の場としての学校体育施設の開放が促され， 1976年新設の社会教育部

スボーツ課の所管事項として， 1979年度では95％の小学校， 51％の中学校の開放が行われている。

しかし，近年の社会教育行政の特徴は青少年指導者養成にある。大阪市においても1970年度か

ら養成の体系化をはかり，初級・中級・上級のコースを設け， 1976年度からは， 野外活動協会を

発展させた青少年活動協会と提携してこれにとりくんでいる。 これは，団体内部指導者とともに

外部指導者養成の機能を果たしている。奉仕など社会参加の唱導に見られる統合的処遇策と無関

係ではないが，指導者は遊びの指導に重点を置く傾向がある。 自然な生活を基礎としなければ，

少年組織の機能も十分なものにならないのである。

IV.結び

以上のように子どもにかかわる社会教育行政は， 教育全体の土台としての地域の教育力の発揮

に焦点づけられた学校外教育を支える観点から進められてきたというよりも， 非行対策と学校教

育の補完としての意味あいが強く，野外教育に力を入れてきたといえる。 1950年前後にあっては，

学校と地域の結びつきが比較的強く見られ， 学校が学校教育課程外の教育にかかわることも多く

て，この面からも「学校外」の教育は，せいぜい場の間題であった。野外教育にしても学校のと

りくみが多く，社会教育行政はその支援を行うものであった。 その意味では，いわゆる学社連携

は早くから見られたのである。 1960年前後から「学校外」の教育が改めて問われるようになるが

それは一方では経済成長に象徴される社会の「発展」を担う人的要素の重視→団体生活訓練の重

視であり，他方では地域と学校の遊離に伴う学校の機能限定化への対応である。学校教育課程外

教育としての学校外教育はこの段階で強く意識されてくるのであり， そこに法における控除規定

としての社会教育概念が想起されて， 子どもにかかわる社会教育行政の拡充を見るに到るのであ

る。

地域の教育力との関連で学校外教育が問題になってくる1970年前後は， 大都市における地域解

体が自治体の存立基盤を脅かすまでになってきた時期であり， 地域の再編成との関連で社会教育

の機能が注目され，その一環として子どもにかかわる社会教育行政が展開されることになる。 そ

れはまた， 青少年の脱社会化傾向への対応でもあり，組織化が先行したとりくみが中心になるの

である。 まだ，さまざまなボランタリーな児童文化活動との接点は文庫活動等を除くと乏しいの

である。子どもの自発的集団の減退から子ども相互の影響を注視する傾向が強まっているものの，

依然としておとなの主導性が強い。分離的処遇から統合的な処遇への流れは，おとなの直接指導

を強める可能性を持っている。

子どもの自由な活動の場と機会の提供と， おとな自身の日常的な地域問題へのとりくみが子ど

もの目に映りさらにはおとな・子どもの共同活動を通じて相互の発達成長を期することのできる

条件づくりが課題となっているのである。社会教育からのアプローチは， 問題の普遍性を示し，
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対象を広くとらえるところに意義があるのである。
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